
令和８年１月議会定例会

水道用水供給事業会計予算に関する説明書

神奈川県内広域水道企業団





予　　定　　額
（千円）

1 46,313,179

1 42,657,220

1 給 水 収 益 42,587,654

2 その他営業収益 69,566

2 3,655,959

1 受取利息及び配当金 107,530

2 長期前受金戻入 3,497,882

3 雑 収 益 50,547

予　　定　　額
（千円）

1 41,717,007

1 39,483,508

1 職 員 費 3,593,750

2 原 水 費 9,235,189

3 浄 水 費 7,618,107

4 送 水 費 1,851,275

5 業 務 費 120,488

6 総 係 費 449,264

7 議会及び監査費 15,794

8 減 価 償 却 費 16,008,668

9 資 産 減 耗 費 590,972

10 その他営業費用 1

2 2,133,499

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3 雑 支 出 10,200

3 100,000

1 予 備 費 100,000

予 備 費

2 1,639,064

営 業 外 費 用

1 484,235 企業債利息等

事業の管理運営費

送水施設の維持運営費

業務の管理運営費

貯水、取水及び導水施設
の維持運営費

浄水施設の維持運営費及
び水質試験費

営 業 費 用

職員給与費等

支　　　　　　　出

款 項 目 備　　　考

用水供給事業費用

補助金等により取得した資
産の減価償却相当額等

用地賃貸料等

営 業 外 収 益

銀行預金利息等

給水料金

排水処理施設負担金等

用水供給事業収益

営 業 収 益

１
令 和 ８ 年 度 神 奈 川 県 内 広 域 水 道 企 業 団
水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　入

款 項 目 備　　　考

１
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収　　　　　　入

予　　定　　額
（千円）

1 2,470,000

1 企 業 債 2,470,000

2 37,051

1 受 託 建 設 収 入 37,051

支　　　　　　　出

予　　定　　額
（千円）

1 37,051

1 受 託 建 設 費 37,051

2 8,600,185

施 設 更 新 等
整 備 事 業 費

2 施 設 負 担 金 36,617

3 固定資産購入費 1,065,829

4 事 務 費 661,943

3 200,000

1 投資有価証券購入費 200,000

4 8,222,401

1 企 業 債 償 還 金 8,222,401

5 30,000

1 予 備 費 30,000

企 業 債 償 還 金

企業債元金償還金

予 備 費

投資有価証券購入費

職員給与費及び諸経費

取水、導水、浄水、送水施
設等の整備改良工事費

三保ダムの整備改良工事負
担金

機械器具備品購入費等

1 6,835,796

一般建設改良費

17,089,637
資 本 的 支 出

受 託 建 設 費

1
用 水 供 給 事 業

改良工事に伴う工事負担金

支　　　　　　　　出

款 項 目 備　　　考

その他資本的収入

2,507,051
資 本 的 収 入

企 業 債

1
用 水 供 給 事 業

資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　入

款 項 目 備　　　考
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２　

（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 3,964,866

減価償却費 16,008,668

引当金の増減額（△は減少） 135,010

長期前受金戻入額 △ 3,497,882

受取利息及び受取配当金 △ 107,530

支払利息及び企業債取扱諸費 484,235

固定資産除却費 534,652

未収金の増減額（△は増加） △ 72,025

未払金の増減額（△は減少） △ 3,801,669

未払費用の増減額（△は減少） △ 2,614

預り金の増減額（△は減少） △ 13,925

前払金の増減額（△は増加） △ 9,923

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,385

小計 13,655,248

利息及び配当金の受取額 107,530

利息の支払額 △ 484,235

業務活動によるキャッシュ・フロー 13,278,543

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 7,045,362

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △ 990,000

投資有価証券の取得による支出 △ 200,000

国庫補助金等による収入 0

国庫補助金等の返還による支出 0

受託建設による収入 33,683

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,201,679

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,470,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 8,222,401

一般会計からの出資による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,752,401

資金増減額（△は減少） △ 675,537

資金期首残高 23,576,796

資金期末残高 22,901,259

令和 ８年度神奈川県内広域水道企業団
水道用水供給事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総　括

特別職 一般職
（人） （人）

(48)

26 382

(51)

26 380

(△3)

0 2

備考１　報酬または給料をもって支弁される職員で予算の積算の基礎となったものを記載する

２　職員数欄の一般職には、任期付常時勤務職員、再任用常時勤務職員及び臨時的任用職員を含む

３　職員数欄の（　　）内は再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び会計年度任用職員の職員数（外数）である

４　職員数欄の特別職は正副企業長、議会議員、監査委員及び附属機関の委員である

５　手当等には退職給付費及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費には法定福利費引当金繰入額を含む

６　期末･勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む

７　四捨五入により合計と内訳が一致しない場合がある

（千円） （千円） （千円） （千円）
住　 居 退職給付費

△ 7,732

（千円） （千円）

合　　計法定福利費

4,183,327

60,980

793,212 4,244,307

806,345

△ 13,133

管理職

３　　給 　与　 費　 明　 細　 書

比　較

前年度

本年度

（千円）

計
（千円）

手　当　等
（千円）

給　　料

職　員　数

13,383 1,807,933 1,629,779 3,451,095

13,383 1,751,332 1,612,267 3,376,982

74,265

6,120

153,095

157,198

△ 4,103

時間外・休日特殊勤務

40,416

（千円） （千円）（千円） （千円） （千円）

236,301
手当等
の内訳

報　　酬
（千円）

（千円）
区　　　　　分

区　分

通　 勤地　 域扶 　養

給　　　与　　　費

比　 　　　　較

前　　年　　度

本　　年　　度

0 56,601 17,512 74,113

△ 542 27,728 △ 14,478 1,466

49,737

823,967 169,320 50,446

43,617

35,182 796,239 183,798 48,980

その他手当

5,324

229,429 72,084 5,324

6,872 2,181 0

34,640

期末勤勉

32,684
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職
（人） （人）

(5)
26 382

(7)
26 380

 (△2)
0 2

備考１　報酬または給料をもって支弁される職員のうち、会計年度任用職員以外で、予算の積算の基礎となったものを記載する

２　職員数欄の一般職の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の職員数（外数）である

３　職員数欄の特別職は正副企業長、議会議員、監査委員及び附属機関の委員である

４　手当等には退職給付費及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費には法定福利費引当金繰入額を含む

５　期末勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む

６　四捨五入により合計と内訳が一致しない場合がある

イ　会計年度任用職員

備考１　報酬または給料をもって支弁される職員のうち、会計年度任用職員で、予算の積算の基礎となったものを記載する

２　四捨五入により合計と内訳が一致しない場合がある

（千円） （千円） （千円） （千円）

539 △ 126 216
比    　較

前　年　度

本  年  度

0△ 1

区　　　分

手当等
の内訳

比　 較
8,102△ 8028,9044,0084,896

（千円） （千円）

689

扶 　養 地　 域 通　 勤 特殊勤務
（千円）

0

0 12,118

前年度

0

本年度

（千円） （千円） （千円）

区分
一般職

62,63596,941

44

5,544

（人）

43

11,579

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

法定福利費 合　　計
給　 料 手 当 等

給　　　与　　　費
報　 酬 計

△ 542

0 3,081 382 0

0

0 43,443 835 0

住　 居 期末勤勉 退職給付費 その他手当

0

0 40,362 453 0

00

5,418 216 605

△ 84

（千円） （千円）

時間外・休日

（千円） （千円） （千円） （千円）

178,78228,110150,67258,62792,0450

管理職

0 27,308 186,884159,576

1,466

49,737

34,640 780,524 168,485 50,446

（千円） （千円） （千円）

35,182 755,877 183,345 48,980

（千円）

24,647 △ 14,860

管理職

住　 居 期末勤勉 退職給付費 その他手当

時間外・休日

43,617

△ 4,019

5,108 152,490

6,120

156,509

扶 　養 地　 域 通　 勤 特殊勤務

32,684 224,183 68,847

△ 7,732 6,333 2,307 △ 216

手当等
の内訳

比　 較

40,416 217,850 66,540 5,324

比    　較

前  年  度

本  年  度

区　　　分

65,20913,50451,7050

区分
職　員　数

法定福利費 合　　計
給　　　与　　　費

報　 酬 給 　料 手 当 等 計

13,383

52,878△ 12,331

778,235 4,004,545

4,057,423765,904

前年度

本年度

13,383 1,659,287 1,553,640 3,226,310

3,291,5191,567,1441,710,992
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額

(千円) (千円)

給 料 56,601 昇給に伴う増加 17,915
分

給与改定に伴う 60,863
増加分

その他の増減分 △ 22,177

手当等 22,495 昇給に伴う増加 10,273 地域手当
分 2,239 千円

期末勤勉手当
8,034 千円

給与改定に伴う 34,904 地域手当
増加分 7,608 千円

期末勤勉手当
27,296 千円

制度改正による 4,640 扶養手当
増減分 △ 1,679 千円

期末勤勉手当
6,319 千円

その他の増減分 △ 27,322

増減事由別内訳
説　　　　明 備　　　　　　　　考

2.50%　平均昇給率

3.30%　給与改定率

２　手当等には退職給付費及び賞与引当金繰入額を含まない

備考１　給料をもって支弁される職員で、予算の積算の基礎となったものを記載する

率改定　4.60月→4.65月

期末勤勉手当改定見込み
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（１）　職員1人当たり給与

（２）　初　任　給

（３）　級別職員数

　(級別の基準となる職務)

横浜市
一般会計の制度

企
業
職

主 事
担当課長

副 部 長

平 均 年 齢

平均給与月額

平均給料月額

平 均 年 齢

平均給与月額

平均給料月額

参 事
課 長理 事

12.09

8　級

7　級

区　　　　分

3

企　　　業　　　職

備考１　企業団は令和8年4月1日時点、神奈川県及び横浜市は令和7年4月1日時点の制度を記載

73

0.82

3

40

職員数　(人)

１　級４　級

副 課 長

1

区分

計

5　級
69

33

44

10.99

(4)

9.07

6　級

(100)

88

4

部 長

1　級

225,600

20.06

担当部長

206,700

0.27

５　級７　級 ６　級

2　級
(4)

８　級

85 23.35

4　級

備考１　（　）内は、再任用短時間勤務の職員数・構成比（外数）

9.95
(100)

100
(4)
364 100372

3　級

(100)

区分

３　給料及び手当の状況

区　　　　　　　分 企　　　業　　　職

42歳11月

427,279円

331,171円

43歳4月

行　政　職　(円)

令和7年1月1日現在

344,255円

442,627円

企　　　業　　　職

構成比　(％) 職員数　(人)

194,500高　校　卒

大　学　卒

神奈川県
一般会計の制度

企業団の制度

237,600

令和7年1月1日現在

令和8年1月1日現在

３　級 ２　級

218,900

79 21.24

37

5.3820

18.55

1.07

19.89

23.65

187,200

行　政　職　(円)

(100)

構成比　(％)

主 幹
係 長 主 査

技 師主 任
主任主査副 主 幹

令和8年1月1日現在

22.80

74

0.82

(4)

企　業　職　(円)

83

課長補佐

副 主 任

専任主幹
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（４）　昇　給

（５）　特殊勤務手当

（６）　期末手当・勤勉手当

企　　業　　職

96.1

188

2(人)

(％)比 率 　(Ｂ)／(Ａ)

6号給

8号給

0.30％

69.50％

1,753円

8号給

比 率

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

号 給 別 内 訳

区　　　　　　　分 企　　業　　職

　(Ａ)

　(Ｂ)昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

25

3

94.6

(人)

(％)

(人)

号 給 別 内 訳

　(Ｂ)／(Ａ)

本
　
年
　
度

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

1号給

2号給

3号給

4号給

（令和8年4月1日時点）

351

0

61

17

166

371

前
　
年
　
度 81

4号給

5号給

3号給 2

364

350

(人)

1号給

2号給

(人)

(人)

(人)

0

52

　(Ｂ)

　(Ａ)

危険手当、交替制勤務手当

職務上の段階、職務の級
等による加算措置

有

有

12月(月分)

795号給

6号給

支給対象職員の比率

神奈川県の
一般会計の制度

横浜市の
一般会計の制度

企業団

本年度

前年度

代表的な特殊勤務手当の名称

(1.225)

(2.400)

2.300 2.300 4.600

(1.250) (1.250) (2.500)

区　　　　　分

給料総額に対する比率

有

有

25

2.325 2.325

備考１　正・副企業長、特定任期付職員、任期付短時間勤務職員、再任用常時勤務職員及び再任用短時間勤務職員を除く

２　企業団及び横浜市は令和8年4月1日時点、神奈川県は令和7年4月1日時点の制度を記載

（令和8年4月1日時点）

備考１　（　）内は、再任用職員に係る支給率である

支給率計
(月分)

備　　　考

支給対象職員1人当たり平均支給月額

6月(月分)
区　　　　　分

支給期別支給率

(1.200) (1.200) (2.400)

2.300 2.300 4.600

(1.200) (1.200)

2.325 2.325 4.650

(2.450)(1.225)

4.650
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（７）　定年退職及び高齢退職に係る退職手当

（８）　その他手当

手　当　額

企業団
の制度

横浜市
一般会計
の制度

27.397

扶養手当

備考１　企業団は令和8年4月1日時点、神奈川県及び横浜市は令和7年4月1日時点の制度を記載

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

11,500円14,500円

3,500円
課長級以下

　定年前早期退職特例措置

神奈川県
一般会計の制度

47.709

　退職手当の額は、退職手当
の基本額（退職日給料月額
に、退職理由別・勤続年数別
支給割合を乗じて得た額）
に、退職手当の調整額を加え
て得た額とする

企業団
の制度

区　　　　　　分

局長級

扶養親族たる子のうち満15歳
に達する日後の最初の４月１
日以降から満22歳に達する日
以後の最初の３月31日までの
間にある子１人につき（加算
額）

上記①に該当しない場合

配偶者がない場合、このうち
１人

配　　偶　　者

　勤続年数が25年以上かつ50
歳以上で勧奨により退職する
場合、定年退職年齢前１年に
つき給料月額を２％割増しし
て算定

1人目 11,100円

10,000円2人目 11,600円
3人目以降 12,300円

子

部長級 1,900円

　退職手当の額は、退職手当
の基本額（退職日給料月額
に、退職理由別・勤続年数別
支給割合を乗じて得た額）
に、退職手当の調整額を加え
て得た額とする

　20年勤続者欄の括弧書き
は、昭和60年３月31日に在職
している職員にのみ適用
　退職手当の額は、退職手当
の基本額（退職日給料月額
に、退職理由別・勤続年数別
支給割合を乗じて得た額）
に、退職手当の調整額を加え
て得た額とする

備考１　定年退職、高齢退職及び勧奨退職は同じ月数である

①

③

②

　定年前早期退職特例措置

　定年前早期退職特例措置

（26.3655)

神奈川県
一般会計
の制度

6,400円 5,000円

横浜市
一般会計の制度

局長級 0円 局長級

異 な る

6,900円 課長級以下 6,500円

0円 局長級 0円
部長級6,500円父母等 部長級 3,500円

区　分

神奈川県・
横浜市の一般
会計の制度と

の異同

２　企業団は令和8年4月1日時点、神奈川県及び横浜市は令和7年4月1日時点の制度を記載

　勤続年数が13年以上かつ一
定年齢以上で勧奨等により退
職する場合（20％を限度額と
して加算)

47.70935.397

部長級 3,500円
課長級以下 課長級以下 6,500円5,000円

5,000円

13,000円

13,000円

0円

0円

の者
(月分) (月分) (月分) (月分)

35年勤続
最高限度

区　分
20年勤続 25年勤続

47.709

　勤続年数が25年以上で高齢
により退職する場合、定年退
職年齢前１年につき給料月額
を２％割増しして算定
(割増しの限度は20％)
 定年引上げに伴い60歳超の
期間の給与が減額される職員
に対し退職手当の基本額の計
算方法の特例（いわゆる
「ピーク時特例」）を適用す
る
 60歳に達した日以後、その
者の非違によることなく退職
した者(定年の定めのない者
を除く）の退職手当の基本額
については、当分の間、退職
事由を「定年退職」として算
定

備　　　　　考その他の加算措置等

47.70947.70933.2707524.586875

24.586875 33.27075 47.709

の者 の者
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手　当　額

手　当　額

①家賃　18,800円未満 ①家賃　27,000円以下

②家賃　18,800円～

②家賃　27,001円以上

③家賃　20,000円～

④家賃　30,000円～

⑤家賃　50,000円以上

手　当　額

自転車 自動車

2,500円～ 2,000円～

32,100円 31,600円

備考１　企業団は令和8年4月1日時点、神奈川県及び横浜市は令和7年4月1日時点の制度を記載

異 な る

神奈川県・横浜市
の一般会計の制度

との異同

異 な る

異 な る

区　分

地域手当

住居手当

通勤手当

な　し　な　し　 な　し　

　勤務公署を異にする異動
等に伴い、通勤の実情に変
更を生じることとなった者
のうち、新幹線鉄道等を利
用しなければ通勤すること
が困難であると認められる
者
　特別料金等の額に相当す
る額を加算

21,800円

　自ら居住するために借り
受けた住居（※）の家賃を
支払っている40歳未満の職
員
　※市の公舎及び職員宿舎
並びにその扶養親族が所有
する住宅を除き、貸間を含
む借　家

その他

交通用具
使用者

　（家賃－27,000円）×

　1/2＋11,000円　　30,000円未満

企業団の制度

持　家

横浜市の
一般会計の制度

　　20,000円未満

17,300円

6,300円

　　100円～9,400円

23,800円

19,300円

　　50,000円未満

　支給限度額28,500円

　（家賃－16,000円）

神奈川県の
一般会計の制度

区　　分

　単身赴任手当を支給され
る者のうち、配偶者等が居
住する住宅に自らが居住す
るものとした場合に住居手
当が支給されることとなる
者
　当該住宅に自らが居住す
るものとして算出される手
当額×1/2

区　分

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

企業団の制度

神奈川県の
一般会計の制度

神奈川県の
一般会計の制度

横浜市の
一般会計の制度

支給率 12.5%

企業団の制度
横浜市の

一般会計の制度

12.45% 16.0%

区　分

その他

交通機関
利用者

　支給限度(１箇月当り)
　
　66,400円

2,000円～66,400円

　支給限度(１箇月当り)

　６箇月定期券等の価額を
基本に算出した額を一括支
給

　６箇月定期券等の価額を
基本に算出した額を一括支
給

2,000円～31,600円

（いずれも当該年度４月１
日時点の年齢）

　１箇月当りの交通機関
等、交通用具及び新幹線鉄
道等に係る通勤手当の額を
合算した額の限度額は15万
円

　通勤のため交通機関等を
利用してその運賃等を負担
し、かつ、自動車等を使用
することを常例とする職員
のうち、通勤経路途上にお
いて駐車場を利用する職員
に対して、１箇月あたり
5,000円を上限として駐車
場利用料を支給

〇30歳未満の場合

　　　　　　　　28,000円

〇30歳以上40歳未満の場合

　　　　　　　　19,600円

　同一の住居等に居住する
夫婦、親子及び兄弟姉妹
で、その２人以上が本市に
勤務する場合には、そのう
ちの１人についてのみ適用

自動車使用者で、身体障
害者障害程度等級表の１級
から４級までに該当する職
員並びに管理者が特に認め
る交通の用具を使用する職
員は、500円を加算した額
とする

　支給限度(１箇月当り)

　55,000円

　６箇月定期券等の価額を
基本に算出した額を一括支
給
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（単位　千円）

期　　間 金　　　額 期　　間 金　　　額

123,660,000 100,487,164
(60,360,000) (60,360,000)

施 設 更 新 等 整 備 事 業

（令和４年度）

施 設 更 新 等 整 備 事 業

（令和５年度）

施 設 更 新 等 整 備 事 業

（令和６年度）

施 設 更 新 等 整 備 事 業

（令和７年度）

施 設 更 新 等 整 備 事 業

（新　規　分）

施 設 維 持 管 理 業 務 委 託

（平成29年度）

施 設 維 持 管 理 業 務 委 託

（令和３年度）

39,034,000 38,628,476
(29,303,000) (29,303,000)

水 道 施 設 維 持 管 理

（令和６年度）

水 道 施 設 維 持 管 理

（令和７年度）

水 道 施 設 維 持 管 理

（新　規　分）

　金額欄（　　）内は新規分で内数

令和８年度から
令和１８年度まで

24,817,779

9,242,000
令和８年度から
令和３３年度まで

9,221,608

479,000
平成３０年度から
令和７年度まで

69,772
令和８年度から
令和１１年度まで

1,749,000

令和７年度 286,867
令和８年度から
令和３４年度まで

自己財源

1,270,000

左　　　の
財源内訳

企業債
国庫補助金

その他

60,360,000

10,646,622 令和８年度 105,429

5,439,000

令和９年度から
令和２０年度まで

令和６年度から
令和７年度まで

4,412,052 令和８年度

10,947,000
令和５年度から
令和７年度まで

0

60,360,000

21,470,000 令和７年度 3,222,678
令和８年度から
令和１３年度まで

15,203,956

25,444,000

令和４年度から
令和７年度まで

26,543
令和８年度から
令和21年度まで

974,457

29,303,000
令和９年度から
令和３４年度まで

29,303,000

４　  債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

286,867489,000 令和７年度
令和８年度から
令和２４年度まで

103,868

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

施設更新等整備事業
令和５年度から
令和７年度まで

18,281,352
令和８年度から
令和２０年度まで

施設維持管理業務委託 96,315
令和８年度から
令和２１年度まで

支 払 義 務 発 生 ( 予 定 ) 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額

水道施設維持管理

自己財源

50,288

1,024,745
平成３０年度から
令和７年度まで
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（単位　千円）

　　　　　資　  産  　の  　部

１

(1)

ア 34,752,997

イ 48,054,587

△ 31,659,146 16,395,441

ウ 464,665,124

△ 306,411,141 158,253,983

エ 123,562,249

△ 90,884,873 32,677,376

オ 91,828

△ 45,140 46,688

カ 30,874

△ 29,330 1,544

キ 1,356,729

△ 949,028 407,701

ク 10,690,551

(2)

ア 6,880

イ 3,406

ウ 2,140

エ 160,782,637

オ 449

(3)

ア 600,000

イ 400,000

415,021,793

２

(1)

(2)

(3)

(4)

27,702,676

442,724,469

　　　　５
令和７年度神奈川県内広域水道企業団
水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

土 地

建 物

建 物

固 　定　 資　 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計 253,226,281

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

工具、器具及び備品

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産

地 上 権

出 資 金
投資その他の資産合計 1,000,000

固 定 資 産 合 計

無形固定資産合計 160,795,512

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

貯 蔵 品 148,513

前 払 金 48,326

流 動 資 産 合 計

流　 動 　資 　産

現 金 預 金 23,576,796

未 収 金 3,929,041

資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア
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　　　  　負　  債  　の  　部

３

(1)

ア 35,551,538

(2)

ア 3,533,329

39,084,867

４

(1)

ア 8,222,400

(2)

(3)

(4)

(5)

ア 269,080

イ 65,631

20,231,623

５

(1) 長　期　前　受　金

(2)

90,046,658

149,363,148

　　　　　資　　本　　の　　部

６ 271,953,831

７

(1)

ア 4,086,648

イ 88,193

ウ 3,500

(2)

8,552,793

イ 8,676,356

21,407,490

293,361,321

442,724,469

固　 定 　負 　債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計 3,533,329

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 35,551,538

引 当 金

未 払 金 11,488,007

未 払 費 用 27,338

預 り 金 159,167

流　 動 　負 　債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 8,222,400

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

217,226,174

長期前受金収益化累計額 △ 127,179,516

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計 334,711

資　　 本 　　金

剰　　 余 　　金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

ア 建設改良積立金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計 4,178,341

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計 17,229,149

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金
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（単位　千円）

１

(1) 38,667,568

(2) 64,036 38,731,604

２

(1) 8,945,089

(2) 8,574,242

(3) 1,593,019

(4) 671,500

(5) 1,412,141

(6) 17,522

(7) 16,061,460

(8) 843,455

(9) 1 38,118,429

613,175

３

(1) 18,980

(2) 3,580,502

(3) 46,258 3,645,740

４

(2) 10,983 651,584 2,994,156

3,607,331

3,607,331

8,676,356

そ の 他 未 処 分
5,069,025

利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

(1)
支 払 利 息 及 び

640,601企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

営 業 外 費 用

総 係 費

議 会 及 び 監 査 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

業 務 費

６
令和７年度神奈川県内広域水道企業団

水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 損 益 計 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 費

浄 水 費

送 水 費
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（単位　千円）

　　　　　資　  産  　の  　部

１

(1)

ア 34,752,997

イ 48,837,146

△ 32,574,187 16,262,959

ウ 466,843,407

△ 312,766,358 154,077,049

エ 122,984,931

△ 89,034,924 33,950,007

オ 91,828

△ 57,002 34,826

カ 30,874

△ 30,768 106

キ 1,375,905

△ 990,901 385,004

ク 9,820,500

(2)

ア 996,874

イ 3,262

ウ 2,140

エ 154,966,252

オ 449

(3)

ア 800,000

イ 400,000

406,452,425

２

(1)

(2)

(3)

(4)

27,075,702

433,528,127

建 物

　　　　７
令和８年度神奈川県内広域水道企業団
水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令 和 ９ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

土 地

建 物

固 　定　 資　 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計 249,283,448

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

工具、器具及び備品

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産

地 上 権

投 資 有 価 証 券

出 資 金
投資その他の資産合計 1,200,000

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計 155,968,977

投 資 そ の 他 の 資 産

未 収 金 4,001,066

貯 蔵 品 115,128

前 払 金 58,249

固 定 資 産 合 計

流　 動 　資 　産

現 金 預 金 22,901,259

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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　　　  　負　  債  　の  　部

３

(1)

ア 31,195,372

(2)

ア 3,657,392

34,852,764

４

(1)

ア 6,826,165

(2)

(3)

(4)

(5)

ア 278,575

イ 67,083

15,028,127

５

(1) 長　期　前　受　金

(2)

86,321,049

136,201,940

　　　　　資　　本　　の　　部

６ 271,953,831

７

(1)

ア 4,086,648

イ 88,193

ウ 3,500

(2)

7,644,151

イ 13,549,864

25,372,356

297,326,187

433,528,127

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計 3,657,392

固　 定 　負 　債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 31,195,372

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 6,826,165

未 払 金 7,686,338

未 払 費 用 24,724

固 定 負 債 合 計

流　 動 　負 　債

企 業 債

引 当 金 合 計 345,658

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

預 り 金 145,242

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

資　　 本 　　金

剰　　 余 　　金

216,998,448

長期前受金収益化累計額 △ 130,677,399

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資本剰余金合計 4,178,341

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

ア 建設改良積立金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計 21,194,015

剰 余 金 合 計
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１ 　投資有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債権 償却原価法

２ 　たな卸資産（貯蔵品）の評価基準及び評価方法

　貯蔵品 個別法による原価法

３ 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法

機械及び装置 定額法（令和元年度以前に取得したものは定率法）

その他 定額法

・主な耐用年数

建物 　８～５０年

構築物 １０～８０年

機械及び装置 　６～２０年

工具、器具及び備品 　２～２０年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法

・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年

水利権 ２０年

ソフトウェア 　５年

４ 　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金

(3) 法定福利費引当金

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

６ 　リース会計に係る特例措置

　通常の賃貸借取引による会計処理によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 　引当金の取崩し

(1)　退職給付引当金の取崩し

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお
ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当
する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に
基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　当年度において退職手当を支給するため、退職給付引当金45,257千円を取崩すこと
としている。
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(2)　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

Ⅲ．その他の注記

　令和８年６月に、令和７年１２月分から令和８年３月分の賞与及びそれに係る法定
福利費を支給するため、賞与引当金269,080千円、法定福利費引当金65,631千円を取崩
すこととしている。

　神奈川県内広域水道企業団用水供給事業では、当該事業のみを実施しており、事業全体
を一つのセグメントとして区分しているため、記載を省略している。
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